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・視察期間  令和２年２月４日(火)～２月５日(水) 

 

 

・視察先   東京都足立区  「わがまちの孤立ゼロプジェクト」について 

         東京都北区     ｢赤羽体育館｣について 

           東京都文京区   ｢文京区スポーツセンター｣ について 

                      

 

・視察議員  大川原 成彦 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①足立区 「わがまちの孤立ゼロプロジェクト」について 

＜事業概要＞ 

足立区は東京２３区の最北端に位置しており、北は埼玉県川口市、草加市、八潮市に

接している。区内の人口は６６万５千人で２３区内第５位、総面積は５３．２５km2

で２３区内第３位である。基本的に住宅都市で人口あたりの税収は２３区内で下位と

なる。かつては犯罪、貧困といったイメージがつきまとったが、近年では鉄道新線の

開業、大学誘致、再開発といった目に見える新規プロジェクトと併せ、子どもの育ち

や高齢者の安心を、貧困対策、食育、地域活動の活性化など、ソフトの分野で大きく

支える施策を展開し、注目を集めている。今回は、地域における日常的な見守りや声

かけ活動を通じて、支援を必要とする方を早期に発見し、必要なサービスにつなぎ、

地域活動などへの社会参加を促す一連の活動としての「孤立ゼロプロジェクト」につ

いて視察した。 

①孤立ゼロプロジェクト高齢者実態調査：町会・自治会、民生・児童委員の方々の協

力により、地域の高齢世帯に対して訪問による調査を行う。調査の対象となるのは、

介護保険サービスを利用していない７０歳以上の単身世帯、７５歳以上のみで構成さ

れている世帯。調査の結果、支援が必要な世帯に対しては、地域包括支援センターが
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調査の期間 令和２年（2020 年）2月 4 日（火）～2 月 5日（水） 

調 査 先 

及び 

調査事項 

①足立区 2/4「わがまちの孤立ゼロプロジェクト」について 

②北区  2/4「赤羽体育館」について 

③文京区 2/5「文京スポーツセンター」について 



 

 

中心となり介護保険サービスや地域の居場所へのつなぎなど様々な支援を行う。 

②わがまちの孤立ゼロプロジェクト：町会・自治会等の活動の中で、日ごろからの挨

拶や声かけをすることによって、一人暮らし、日中独居等の高齢者の不安を軽減し孤

立を防ぐ。玄関先での戸別訪問、集会室や会館を活用した高齢者の居場所づくりなど

によって、日常的な見守り・交流を行う町会・自治会に「絆づくり応援グッズ」を提

供し、活動を支援。 

＜質疑･応答＞ 

Ｑ１：事業発足の経緯 

Ａ１：核家族化・高齢化に伴う単身高齢世帯、ゴミ屋敷化や孤独死なども社会問題化

し、自治会加入率の低下などの地域活動の低迷をてこ入れする必要もあり、地域団体

に対して調査を依頼、見守り・交流等の活動支援を開始した。 

Ｑ２：職員の取り組み、現場での活動 

Ａ２：地域団体への説明と協力依頼から取り組み、調査・活動が始まると現場で発生

するトラブル、クレームは全て市職員が対応する。調査対象となる方の中には、調査

員の個人情報の取扱いについて苦情を申し立てる事例が見られるが、「足立区孤立ゼロ

プロジェクト推進に関する条例」が平成２５年１月１日に施行されており、調査員の

活動は法的に担保されている。調査員対象の研修会も開催されており、スキルアップ

の他情報共有の場ともなっている。 

Ｑ３：事業施行によるアウトカム 

Ａ３：自治会・町内会等の地域団体の活性化が促されている。担い手の不足、高齢化

などの状況が改善されている訳ではないが、調査員としてまた見守り・交流の担当者

として、様々な気付き、現場での工夫が考案・実践され、研修時に団体間同士で情報

共有されるなど、自発的、自己増殖的に問題意識の向上が図られている。交流の会場

でも、公共施設のみならず、個人の住宅、法人の事務所、マンションの集会所、学校



 

 

の利用、スーパーのイートインの利用などなど、多様な取り組みが見られる。地元企

業がＣＳＲ活動の一環として協力を申し出てくれている事例などもあり、地域資源の

発掘に大きな効果が見られる。 

＜当局への提言＞ 

足立区の事業を参考にしてはどうか。 

 

②北区 「赤羽体育館」について 

＜事業概要＞ 

北区は東京２３区の北部に位置しており、北は埼玉県川口市、川口市に、東は足立区

に、西は板橋区に、南は文京区、豊島区に接している。区内の人口は３５万２千人で

２３区内第１７位、総面積は２０．５９km2 で２３区内第１１位である。区域は王子、

滝野川、赤羽の３エリアから成り、明治通り、環七通り、環八通りの環状線、中山道、

本郷通りの放射線、といった幹線道路が通っており、また、ＪＲの駅数が２３区中で

最も多く（１０駅）、区内のほとんどの住宅地が駅からの徒歩圏内にある。 

赤羽体育館は平成５年の第３次北区基本計画に記載、平成１１年北区基本計画 

２０００において計画事業化、平成１６年（仮称）赤羽体育館建設基本計画が策定さ

れ、平成２８年に竣工、開設された。 

＜質疑･応答＞ 

Ｑ１：構想から建設・竣工までの時間について、コストの変動、トレンドの変化、等々 

Ａ１：平成２０年、東京都清掃工場跡地にて埋蔵文化財調査、地中障害物撤去の後、

平成２２年土壌汚染対策等のため工事着工が延期、平成２４年用地取得するも東日本

大震災の影響により建設工事入札不調に伴い着工延期、平成２６年工事着工、平成 

２８年１０月竣工、平成２９年２月開設。基本的な設計思想、コンセプトは変更無し。

老朽化した神谷体育館に替わり、桐ヶ丘体育館（赤羽台）、滝野川体育館、と併せ３体



 

 

育館体制を維持。市民利用が主目的で興行用途は想定していない。 

Ｑ２：施設利用率 

Ａ２：良好 

Ｑ３：管理・運営について 

Ａ３：公募による指定管理。桐ヶ丘体育館及び滝野川体育館の管理・運営を含む３館

の一体的管理・運営を行う。５社による共同事業体。３社はそれぞれ他自治体の体育

施設の管理・運営実績あり、１社は地域まちづくり系の事業体、１社は造園工事業者

となっている。公募時の指定管理者からの提案内容は以下の５点。①気軽に利用出来

るコミュニティ空間・まちづくりの提供 ②区民のニーズに沿ったプログラムを提供 

③「する・みる・かたる・ささえる」スポーツが継続可能な環境を提供 ④省エネル

ギー技術で快適空間の提供と環境保護に貢献 ⑤ホスピタリティあふれるサービスの

提供 

Ｑ４：集会施設、商業施設の増設の検討は 

Ａ４：屋内にはすでに、共有自由スペースとして机と椅子の並んだコーナー、大型モ

ニターが設置されたベンチの並んだホール、会議室等が設置済み。赤羽体育館は隅田

川河畔にあるが、屋外では、地続きのスーパー堤防敷地の船着き場に隣接した小公園

を造成中。 

＜当局への提言＞ 

最寄り鉄道駅から７分という交通至便な立地を見習うべき。 

館内の自由スペースでの飲食可能が望ましい。 

エクササイズスタジオ、多目的ルームといった使い勝手のよい部屋があるとよい。 

幼児体育室では幼児向け体操教室が開設されていてお母さん方の社交場となっている。 

 

③文京区 「文京スポーツセンター」について 



 

 

＜事業概要＞ 

文京区は東京２３区の中央北寄りに位置しており、ほぼ全域が山手線内側に収まる唯

一の区であり、ＪＲの鉄道駅が無い。北は豊島区、北区、荒川区に、東は台東区に、

西は新宿区に、南は千代田区に接している。区内の人口は２３万５千人で２３区内第

１９位、総面積は１１．２９km2 で２３区内第２０位である。区域は台地と谷が交互

に並ぶ坂の多い街である。区名のとおり、教育・研究機関の多い区で、出版、医療器

具等の業界の集積がみられるが、住宅街を多く残す文教住宅都市といえる。 

文京スポーツセンターは昭和６１年の開館から３０年以上が経過し、施設本体やその

諸設備が老朽化してきていることから、全館空調(冷暖房)やエレベーター更新による

大型化、競技場(アリーナ)照明設備の更新など各種設備等の更新と併せ、全館のバリ

アフリー化とユニバーサルデザインの導入、プールエリア内の全面リニューアルなど、

改めて区民の誰もが安全で快適にスポーツを行うことができる施設とするため、平成

２９月から休館、全面的な改修工事を実施した。 

＜質疑･応答＞ 

Ｑ１：更新・建替ではなく改修とした理由 

Ａ１：建造物の駆体自体は、補強をすれば必要な耐久性を保っており、時代の要請に

応えるのに改修で十分であったこと。 

Ｑ２：空調、プール改修、観覧席の増席等、主な改修について 

Ａ２：①空調は、特に近年夏季の高温化に伴い不可欠な設備となった。②プールにつ

いては可動床の導入により、メインプールが子どもから大人までできるようになった。

③主競技場（アリーナ）観客席は床、椅子、手すり等の全面リニューアルを施工。④

ユニバーサルデザイン化として、だれでもトイレの拡充・洋式化、バリアフリー化、

授乳室設置、キッズルーム設置、音声ガイド・誘導ブロック等整備を行う。⑤利便性

の向上として、ストレッチャー対応のエレベーター大型化、更衣室の全面リニューア



 

 

ル、駐輪場の拡充、売店の設置、フリースペースの活用（休憩コーナー）。⑥環境対策

として、照明のＬＥＤ化、太陽光発電パネル設置、電気・機械・給排水等の設備・機

器の更新によるライフサイクルコストの縮減 ⑦ミーティングルーム、スポーツ多目

的室の新設 

Ｑ３：総合体育館とのすみ分け 

Ａ３：スポーツセンターは市民利用が主目的で、興業利用は想定していない。 

Ｑ４：管理・運営について 

Ａ４：（株）東京ドームスポーツによる指定管理。同社は後楽園系列の直営スポーツ施

設、温浴施設、キッズ施設経営の他、指定管理受託は全国２５箇所。 

＜当局への提言＞ 

空調、ユニバーサルデザイン化といった改修は既存施設でも施工可能。 

最寄り鉄道駅から５分という交通至便な立地を見習うべき。 

館内の自由スペースでは、学校帰りの小学生、高齢者、子ども連れの主婦らが大勢利

用している。 

ミーティングルーム、スポーツ多目的室といった使い勝手のよい部屋があるとよい。 

 

以上  

 


